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Abstract

In this paper, an experimental study on beam-to-column connections subjected to cyclic 

loadings was carried out. Three types of T-shaped specimens were employed for the loading 

tests. The following conclusions were drawn from the experimental results.

1)  A connection with non-compression knee braces shows bi-linear restoring force 

characteristics. 

2)  A connection using normal-strength bolts with a wedge device possesses self-centering 

capability.

3)  A self-centering connection with non-compression knee-braces is applicable to a sustainable 

structure having all elastic members except the knee-braces and bolts.

Key Words: non-compression knee-braces, self-centering performance, beam-to-column, 

restoring force characteristics

１．は　じ　め　に

　地震時において，柱梁接合部は大きな応力を受ける。パ
ネルゾーン，梁端あるいは柱端に塑性ヒンジが生成される。
特に，外柱におけるト字型柱梁接合部では，中柱と較べて
梁端部に大きな曲げモーメントが作用し早期に降伏する。
塑性ヒンジが十分な塑性変形能力を発揮できるように柱梁
接合部近傍における接合部には保有耐力接合が用いられて
いる。しかしながら，新耐震設計法が施行された 1981 年
以前の鋼構造の中には，フランジ部の破断等により，早期
に著しい耐力の劣化が見られ，梁の全塑性耐力を保持した
塑性変形が不可能な状態の接合部が有り，簡易に耐震改修
する方法の提案が切望されている。著者等は，ノンコンプ
レション方杖（以降，NC方杖と記す）による十字型柱梁

接合部の耐震補強の有効性について報告している1）。本論
文では，方杖の設置が容易である，ト字型柱梁接合部に適
用した場合について実験を行う。
　一方，現在では，耐震補強において耐力・剛性の付与だ
けでなく，地震直後の避難，地震後の継続使用を可能とす
る，残留変形を低減するセルフセンタリング性能（以後，
SC性能と記す）の要求が高まっている。著者等は，柱脚
部において，SC性能を有する，ノンスリップ型露出柱脚
を提案している2），3）。したがって，同様の機構を柱梁接合
部に導入することにより，残留変形の低減が期待できると
ともに，塑性ヒンジの生成位置・耐力の評価が容易となり，
母材である柱や梁は弾性域に留めることができるので，ボ
ルトの設計により骨組に必要な耐力・剛性を確保するこ
とで，建物の長寿命化に着目したリユースを可能にするサ
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ステナブル構造システム4）としても期待できると考えられ
る。
　しかしながら，SC性能を付与するとき，転造ねじボル
ト降伏先行型にするため，柱梁が過大設計になる。そこで，
NC方杖を用い SC性能を持つ構造物の耐力・剛性を上昇
させ，且つ，エネルギー吸収も期待できるため，柱梁を過
大設計することなくサステナブル構造システムとして実用
的である。
　このように，NC方杖により接合部の補強を，そして，
ノンスリップ型機構により SC性能の実現が期待できる。
更に，これらの性能を併用した場合では，大地震時におい
ても柱や梁を弾性領域に留める，サステナブル構造システ
ムが期待できる。本論文では，ト字型柱梁接合部の耐震補
強と新接合システムを対象として，柱梁接合部の各隅に，
NC方杖を設置した試験体，SC性能を有した新接合シス
テムの試験体及び，NC方杖の機構と SC性能を併用した
試験体について行い，それらの履歴性状について検討する。

２．NC方杖と SC機構の概要

　以下に，提案するNC方杖と楔付き転造ねじボルトによ
る SC機構の概要を示す。

2.1　構成について

　NC方杖を有するとともに梁端部接合部に SC機構を有
する柱梁架構を図１に，方杖端部及び梁端部の詳細を図２
に，それぞれ，示す。
　NC方杖には，両端にネジの付いた丸鋼棒が用いられ，
楔を介して楔受けとダブルナットで方杖端部接合部に接合
されている。（図２.（a）参照）
　方杖端部接合部において，楔やナットを受けるプレート
はスチフナが溶接されており，丸鋼棒からの引張力に対し
て十分な強度と面外曲げ剛性を有している。
　SC機構には，エンドプレート形式柱梁接合部が用いら
れ，転造ねじボルトで接合されている。すなわち，梁端
部に溶接接合されたエンドプレートが，エンドプレートと
ナットの間に，予め楔デバイスを設置した転造ねじボルト
により柱へ接合されている。（図２.（b）参照）
　転造ねじボルトには，梁端部の回転に伴い，エンドプレー
トを介して引張力が作用し，また，エンドプレート圧縮側
には柱フランジを反力面とした接触圧が作用する。引張力
及び接触圧に対して，面外変形を生じさせないために，エ
ンドプレートは十分な剛性と強度を有している。さらに，
接触圧が作用することにより柱フランジの面外変形が考え
られるため，エンドプレート端部の柱にはスチフナが溶接
されている。
　両機構に用いる，楔と楔受けには，丸鋼棒からの引張力

による押し戻りを防ぐため，大きな摩擦係数を確保するよ
うに発錆処理を施している。また，楔の後方には，楔が貫
入する方向に力が作用するようにバネが設置されている。

図１　NC方杖及び SC性能を有する柱梁接合部架構

（a）　NC試験体

（b）　SC試験体

（c）　NC-SC 試験体
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2.2　機構について

　NC方杖及び SC性能の作動概念を図２ に示す。
　NC方杖付柱梁接合部に，地震水平力が作用すると，引
張方向に力が作用する場合には方杖材は効率よく引張抵抗
し，方杖材全体は塑性変形してエネルギー吸収を行う。一
方，圧縮方向に力が作用する場合には，方杖端部が離間し
方杖材には圧縮力は作用せず，座屈は生じない。方杖端部
に間隙が生じると楔に取付けられたバネの復元力により，
楔が楔受けと楔受けプレートとの間の間隙に貫入して，方
杖は緩みを生じない。
　著者等が提案しているノンスリップ型露出柱脚では，柱
脚部に楔デバイスを用いることで原点を指向する復元力
特性を示し，SC性能を付与できることが示されている 3）。
この性能を柱梁接合部に適用させた場合，転造ねじボルト
接合部の降伏耐力を，梁端部の降伏耐力以下に設定してお
けば，転造ねじボルトの塑性伸びによりエネルギー吸収を
行い，梁端部は弾性状態を保持できる。また，ボルトの塑
性伸びにより生じた隙間には，バネの復元力により楔が貫
入するためスリップ現象は生じない。

３．載荷試験概要

　NC方杖の補強効果，SC 機構の性能，及びそれらを併
用した場合の性能を検討するため，柱を強軸方向に使用し
たH形鋼柱梁接合部ト字形試験体を作製し，梁端に水平
荷重を載荷する繰返し漸増振幅載荷試験を行う。

3.1　試験体概要

　試験体の概要を図１に，NC方杖及び SC機構の詳細を
図２に，転造ねじ付き丸棒鋼及び転造ねじボルトの詳細を
図３に，それぞれ，示す。
　試験体は，NC方杖で補強されたNC試験体，楔付き転
造ねじボルトを用いて柱と梁を接合させ SC性能を付与さ
せた SC 試験体，さらに，NC試験体と SC 試験体の性能
を併用したNC-SC 試験体，計３体とする。
　NC試験体は，柱と梁とを高力ボルトによるエンドプ
レート形式接合した架構（梁降伏先行型）の隅角部に転造
ねじ付き丸棒鋼と楔デバイスからなるNC方杖を柱や梁の
図心から偏心させることなく，設置したものである。方杖
材には，M16（Ab=164mm2）の転造ねじ付き丸棒鋼を用い，
方杖降伏先行型とするよう径，方杖長さ及び設置角度を決
めている。
　SC試験体においては，３列２本ずつ，計６本の転造ね
じボルトを用い，楔デバイスを介してダブルナットにより
梁端エンドプレートが柱に接合されている。文献 3）より，
転造ねじボルトが３列配列の場合には，中央のボルト列が
弾性範囲内であれば，セルフセンタリング性能を付与でき
ることが明らかになっている。
　NC-SC 試験体については，NC方杖と SC機構の性能を
併用させている。柱及び梁を弾性範囲に留めるため，NC
方杖の降伏を先行させ，次に，転造ねじボルトが降伏する
ように設定している。
　尚，NC方杖及び SC機構では，楔と楔受けの噛合せの
不具合から生じる初期不整を防ぐために，転造ねじ丸棒鋼
には降伏軸力の 50% を，転造ねじボルトには降伏軸力の

（a）　NC方杖

図２　NC方杖及び SC性能を有する柱梁接合の詳細と作動概念

（b）　SC性能付き接合部

図３　転造ねじ付き丸棒鋼と転造ねじボルトの詳細

（b）　転造ねじボルト

（a）　転造ねじ付き丸棒鋼



―88―

高松隆夫・玉井宏章・小畑寛行

30%を初期軸力として導入している。
　楔・楔受けの先端角度は 30°とした。文献 5）に示され
ているように楔表面の摩擦係数が，0.6 程度であり，方杖
材及び転造ねじボルトに対して傾斜面が 30°以下となる
先端角度を採用すれば，楔は押し戻されることはないこと
がわかっている。尚，楔・楔受けは SS400 鋼ブロックか
ら切削して作製している。
　 梁 に は，H-250x125x6x9 の SS400 材 を， 柱 に は，
H-300x300x10x15 の SS400 材を，丸棒鋼及びボルトには，
M16 の ABR400 材を使用した。それぞれの引張素材特性
を表１に示す。

3.2　載荷・計測方法

　載荷装置の概要を図４に示す。載荷は，試験体を 90°
回転させ反力柱に取り付けられたオイルジャッキにより梁
上端部に水平力を導入する。梁の横座屈を防止するため，
加力点近傍にボールベアリングを取り付け，両側面から鋼
板で挟みこんで構面外変形を抑えている。
　載荷方法は，漸増繰返し水平載荷とし，水平強制変位を
加え，層間変形角：d/lbで変位制御する。層間変形角の振
幅を 1/1000，1/500，1/250，1/125，1/70（rad）と漸増し
各振幅レベルで２サイクル行う。尚，NC試験体につては，
楔が貫入限界に達した時点で載荷を終了する。
　荷重の計測は，オイルジャッキ先端に取り付けたロード
セルから水平荷重：Pを，変位の計測は，柱中央を不動点
とする計測冶具を用いて梁上端部の水平変位：dを計測す

る。また，柱梁接合部架構が弾性範囲に留まっていること
を確認するため，梁端部から 100mm離れた位置における，
梁フランジのひずみ値：bfを計測する。

４．復元力特性モデル

　解析モデルを図５に，単調載荷時の復元力特性モデルを
図６に示す。

4.1　NC方杖付き柱梁接合部

　解析モデル誘導のための仮定を以下に示す。
　（1）NC 方杖は，引張力のみに抵抗する。（2）方杖に初
期軸力を導入しているため，初期剛性は方杖 1本分の剛性
の2倍とする。（3）方杖材端部は，剛体として取り扱う。（4）
方杖設置位置までの距離：lb’， lc’ は，柱梁接合部の軸心か
ら方杖取り付け位置までの距離とする。
　（5）方杖有効長さ：lkは，方杖のナット間距離とする。
　NC 方杖付き柱梁接合部架構は，内的不静定構造物とな
ることから，仮想仕事法を用いることにより次式が求めら
れる。

……………（1）

　ここに，M
—
x，N

—
は，梁端部に P

—
=１を作用した時の柱及

び梁に生じる曲げモーメント及び方杖軸力である。また，
Iは柱及び梁の断面二次モーメント，Eはヤング係数，Ak
は方杖断面積，lkは方杖有効長さである。
　方杖が降伏軸力：Nkyに達する時の水平荷重：Pkyは，次
式より求められる。

…………………（2）

　ここに，vkyは方杖の降伏応力度，aは方杖設置角度：i

及び方杖有効長さ：lkに起因する係数である。
　よって，方杖降伏時の水平変位：dkyとすると，架構の
弾性剛性：Kkは式（1），（2）より求められる。

…………………（3）

4.2　SC性能付き柱梁接合部

　解析モデルは，柱と梁の接合はエンドプレート形式と
し，３列６本の転造ねじボルトを配列したものとする。ま
た，圧縮合力点位置は梁フランジ位置とする。
　復元力特性モデルは，梁の上端部に水平力：Pを作用さ
せ，そのときに生じる，エンドプレートの回転による梁上
端部の変位：d1と，柱梁架構の弾性曲げ変形による梁上
端部の変位：d2を累加して求められる変位：dを架構全体
は式（4.a）より求められる。尚，転造ねじボルトの弾性
回転剛性：Kb’は文献 3）に示されている，ノンスリップ

表 1　素材特性

図４　載荷装置
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型復元力特性の剛性を用いる。

……………… （4.a）

………………（4.b）

　ここに，bMは梁端部に生じる曲げモーメント，lbは梁
の長さ，RKbは各ボルト列におけるボルトの弾性伸びから
求められる弾性回転剛性：Kbの総和である。また，Ebは
ボルトのヤング係数，nは各列のボルト本数，Abはボルト
断面積，diは圧縮合力点位置から各列のボルト中心位置ま
での距離，labはボルトの有効長さである。Rについては，
エンドプレートと柱材の弾性変形を考慮した低減係数 5）
であり，R=2 を採用した。
　耐力は，力の釣り合い条件から，最外列ボルト降伏時の
耐力：Mby1と，その時の水平耐力：Pby1及び，中央のボル
ト降伏耐力：Mby2と，その時の水平耐力：Pby2は，次式よ
り求められる。

………………（5.1.a）

………………（5.1.b）

………………（5.2.a）

………………（5.2.b）

　最外列ボルト降伏時の水平変位：dby1とすると，架構の
弾性剛性：Kkは式（4.a），（5.1.b）より求められる。

…………………（6）

4.3 NC方杖と SC性能付き柱梁接合部

　解析モデルは，NC方杖及び SC性能を組み合わせた柱
梁接合部架構とする。
　復元力特性モデルは，NC方杖付き柱梁接合部架構にお
いて，dky時に方杖が負担する水平耐力：Pky’を，SC性能
付き柱梁接合部架構の耐力に累加し求める。
　方杖降伏先行型であるため，dky時を架構の弾性剛性：
Kkbとすると，Kkbは次式より求められる。

…………………（7）

　ここに，Pbは dky時における SC性能付き柱梁接合部架
構が負担する水平耐力である。

（a）　NC試験体 （b）　SC試験体 （c）　NC-SC 試験体

図５　解析モデル

（a）　NC試験体 （b）　SC試験体 （c）　NC-SC 試験体

図６　復元力特性モデル



―90―

高松隆夫・玉井宏章・小畑寛行

５．実験結果と考察

　漸増繰返し水平載荷試験結果を表２に，水平荷重と水平
変位の復元力特性を図７に示す。
　表２には，各試験体における 1/1000rad 時の初期剛性と
1/125rad 時の除荷剛性を EK，解析から求められた弾性剛
性を AK，各試験体における降伏水平荷重を EPy，解析から求
められる降伏水平荷重を APyとして示す。また，実験値と
解析値の比較について，EK/AK，EPy/APyで示す。各試験体
における降伏水平荷重を EPyは，NC試験体とNC-SC 試験
体は方杖降伏時の水平荷重，SC試験体は最外列ボルト降
伏時の水平荷重である。尚，Kfは，柱梁を剛接合とした
架構の解析値である。
　図７には，解析で得られた骨格曲線及び降伏荷重：APy

を示す。また，梁端部が弾性範囲に留まっていることを示
すため最大変形時の梁端部ひずみ：bfも併せて示す。図
７（a）では，考察を容易とするため柱梁を剛接合とした
架構の降伏水平耐力：Pfy （43.8kN）と降伏水平変位：dfy 
（18.7mm）の解析値で無次元化した値も示す。

5.1　弾性剛性・降伏耐力

　表２より，実験値と解析値を比較すると，NC及びNC-
SC 試験体において初期剛性・除荷剛性とも良好に対応し
ている。SC試験体では，除荷剛性は良好に対応している
ものの，初期剛性は 1.25 と高い値を示している。これは，
転造ねじボルト導入した初期軸力の影響により最外列ボル
トが早期に降伏したためである。柱梁を剛接合した架構の
剛性との比較では，NC試験体では約 1.7 倍，NC-SC 試験
体では約 1.4 倍の剛性上昇が確認できる。
　降伏耐力では，NC試験体では若干低い値となるものの，
各試験体ともほぼ良好に対応している。

5.2　復元力特性

　図７.（a）より，NC 方杖で補強すれば，1/250rad
（dky=8.4mm） の小さな層間変形角時において方杖が降伏
し，楔が貫入限界変位に達するまでは，スリップ現象は起
こさず，Bi-linear 型復元力特性となっている。また，解析
結果による骨格曲線とほぼ良好に対応している。

　梁端部のひずみ値：bfは 1000n程度と弾性域に留まっ
ており，方杖の塑性伸びによりエネルギー吸収しているこ
とが分かる。
　最終サイクル時の耐力は，柱梁を剛接合した架構の降伏

表２　試験結果と解析値

※ Kfは柱梁を剛接合とした架構の解析値（2.29 kN/mm）である。

（a）　NC試験体

図７　水平荷重 - 水平変位関係

（c）　NC－SC試験体

（b）　SC試験体



―91―

新接合システムを用いたト字型柱梁接合部復元力特性に関する研究

耐力：Pfyと比較して２割程度上昇している。このことから，
耐震補強に有効であると言える。
　図７.（b）より，中央のボルトが弾性範囲内である，弾
性限界変位：dby=28.6mmまでは，残留変形がほとんど無
く，原点を指向する SC性能が実現できる。また，スリッ
プ現象が生じない安定した Bi-linear 型復元力特性を示し，
骨格曲線と良好に対応している。
　梁端部のひずみ値：bfは 760～780n程度と弾性域に留
まっていることから，転造ねじボルトのエネルギー吸収が
期待できる。
　図７．（c）より，履歴性状は，初期時の 1/500rad 程度
までは，NC方杖による剛性が付与され，方杖降伏以降は，
漸増する毎にエンドプレート作用する曲げモーメントが
大きくなり，SC試験体の履歴性状に近づいていく。骨格
曲線と良好に対応しているため，NC方杖効果と SC性能
付き柱梁接合部架構の履歴特性の総和になると考えられ，
Tir-linear 型復元力特性を示す。
　NC試験体では，梁上部変位 20mm程度が梁端部の弾性
限界であるが，NC-SC 試験体では，梁端部のひずみ値：

bfは 760 ～ 780n程度と，1/70rad（d=28.6mm） の大変形
下おいても弾性に留まり，サステナブル構造システムに実
用的であると考えられる　

６．結　　　　　論

　本研究では，ト字型柱梁接合部の耐震補強と新接合シス
テムを対象として，柱梁接合部の各隅に，ノンコンプレショ
ン方杖を設置した試験体，セルフセンタリング性能を有し
た新接合システムの試験体及び，ノンコンプレション方杖
の機構とセルフセンタリング性能を併用した試験体につい
て，漸増繰返し水平載荷試験を行いそれらの履歴性状につ
いて検討した。
　その結果，以下のような結論が得られた。
１ ）NC方杖によりト字型接合部の耐力及び剛性が上昇し，
かつ，安定した Bi-linear 型復元力特性を示し，耐震補
強に有効である。
２ ）柱と梁を楔付き転造ねじボルトで接合することによ
り，原点指向型復元力特性となり残留変形を低減できる
SC性能を実現できる。また，スリップ現象が生じない
ため，転造ねじボルトによるエネルギー吸収性能が期待
できる。

３  ）NC方杖および SC性能の両機構を併用することによ
り，Tir-linear 型復元力特性示す。その復元力特性は，
SC性能にNC方杖効果を累加することで求められる
４ ）  SC，NC-SC 試験体において，大振幅下においても柱
及び梁は弾性状態を保持し，サステナブル機能システム
に，エネルギー吸収性能を付与することが可能である。
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